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独立行政法人製品評価技術基盤機構 
長田 敏 

２０１５年２月１２日  
【第６回知の市場年次大会】 
開講拠点と開講機関     

東京・幡ヶ谷 
（製品評価技術基盤機構) 
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Ⅰ 製品評価技術基盤機構について 
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3 
多様な人材の集積 

広範かつ高度な
試験、 

検査、分析能力 

長年の経験と知見
の集積 

一体的融合 

化学 農学 電気 機械 物理 

確かな技術と信頼できる情報をもとに
安全と未来への挑戦を支え続けます 

化学物質の安全管理の
ための法律等の施行に
不可欠な（国に対する）
技術支援 

法律に基づく製品事故の 

原因究明等の実施 

内外の生物遺伝資源の
探索・収集・分離・保存・
提供（バイオリソース・セ
ンター事業） 

計量法・工業標準化法に基づく 

事業者の登録など国の事務の 

実施（法律に基づく国からの委任） 

１ 

製品安全センター 

１  製品評価技術基盤機構（NITE）について  

ＮＩＴＥ：National Institute of Technology and Evaluation 

化学物質管理センター 

バイオテクノロジーセンター 

認定センター 

国民生活の安全、安心を支援 

 平成１９年５月１４日、改正消費生活用製品安全法が施行され、大臣に報告があった重大製品事故についてNITEが調査を行うこ
とが法定化。 また、改正法施行にあわせて出された通達により、非重大製品事故についてもＮＩＴＥに情報が提供されている。 

  情報提供 

 （原因究明）  

    

重大製品事故 

消防、警察、消費生活センター等 

非重大製品事故 重大製品事故／非重大製品事故 

報告 

重大製品事故 

 調査指示通知※1 

消費生活用製品安全法 
第３６条第４項の調査指示 
第３６条第４項及び第３２条の２１ 
第２項に基づく調査指示 

ＭＥＴ
Ｉ 

インターネット等に 

よる公表、情報提供 

製造事業者・輸入事業者 

重大製品事故： 

 火災、死亡、重傷、ＣＯ中毒など 

非重大製品事故： 

 重大製品事故以外の事故 
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    ＣＡ
Ａ 

 

    公表  

    

○消安法に基づく命令等 

○法規制・制度の改正 

○規格・基準の制定・改正 

重大製品事故調査報告 

及び非重大製品事故通知 

非重大製品事故通知 

重大製品 

 事故通知※1 

通知※2 
※1･･･消費生活用製品安全法（消安法） 
※2･･･消費者安全法（安全法） 

２  製品安全センターについて  

 消費生活用製品安全法等に基づき、消費者が使用する工業製品に関する事故の情報を収集し、原因を究明。そ

の結果を公表、情報提供し、また、行政庁への政策提言を行うとともに、規格・基準の策定も実施。 

http://www.bio.nite.go.jp/index.html
http://www.safe.nite.go.jp/index.html
http://www.tech.nite.go.jp/index.html
http://www.nite.go.jp/asse/iajapan/index.html
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化学物質審査規制法 

（化審法）関連業務 

化学物質管理情報の整備・提供業務 

行 政 
法令整備・施行 

化学物質管理 

国 民 
化学物質に関する 

正しい理解 

事業者 
法令遵守 

自主管理 

相 互 理 解 

● 化学物質の有害性等の情報の整備提供 

● 化学物質のリスク等に係る相互理解のた
めの 

  情報の整備提供 

化学物質管理情報提供 

有害性情報 

リスク評価情報等 

法施行支援 
化学物質 

管理支援 

化学物質排出把握管理促進法 

（化管法）関連業務 

● 化管法施行支援 

● 化管法関連情報の収集・解析 

化学物質のリスク評価業務 

● スクリーニング評価、リスク評価等   

● リスク評価等に必要な情報の整備 

● リスク評価手法に係る検討 

● 新規化学物質審査 

● 化学物質名称付与 

新規化学物質の事前審査支援業務 

化学兵器禁止法関連業務 

● 化兵法に基づく国際機関による検査等への立ち会い 

● 国内事業者への立入検査  

科
学
的
知
見
に
基
づ
く 

技
術
、
情
報
の
集
約
、
発
信 

３  化学物質管理センターについて  

行 政 

国 民 

産 業（事業者、大学、試験機関等） 

バイオ産業における安全 

・安心確保 
 

（「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による 

生物の多様性の確保に関する法律 

（カルタヘナ法）」施行支援） 

 

 

 

・海外微生物へのアクセス自
由度の喪失 

・標準株が入手し難いことによ
るコストアップ 

・遺伝子組換え体の漏洩によ
る 社会不安 

立入検査 審査支援 

微生物を通じた貢献 

◇遺伝子組換え生物の産業利
用に係る立入検査・審査支援 

◇安全性情報の整備 

バイオ政策の実施 
◇バイオ産業の発展 

◇遺伝子組換え微生物の安全利用 

生物多様性条約に則った 

産業有用標準微生物等の 

安定供給 
 

◇海外資源へのアクセス 

◇産業有用標準微生物の提供 

◇遺伝子解析による情報整備 

◇特許微生物寄託 

資源確保・国際協
力 

・生物多様性条約に
則った資源の利用
と利益配分 

・技術協力 

ＮＩＴＥ バイオテクノロジーセンター 

生物多様性条約（ＣＢＤ）を遵守した産業有用微生物等の安定供給と、 

その安全な利用を通じたバイオテクノロジー産業の発展・国民の安全と安心に貢献 

２ 

国際交渉 

支援 

産業有用標準微生物等の供
給 

・公的試験・品質管理用 
 

・研究開発用 等 

４  バイオテクノロジーセンターについて  
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Ⅱ これまでの知の市場の活動について 
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１  製品安全センターの活動  

 近年、消費者が使用する製品の安全性が大きくクローズアップされ、
種々の製品事故が顕在化。主婦連合会とNITEは、共同で製品事故の現状と
製品安全政策について具体的事例に基づく考察、今後の事故防止方策や政
策のあり方などをテーマとして、2008年8月26日から「生物総合管理の再
教育講座」を開講。2009年度以降、「製品安全総合管理特論」を開講。受
講者数は毎年70～100人を達成。受講者は、製造・輸入事業者、販売事業者
が8割以上を占める。これまでの経緯等については以下のとおり。 

●2008年度 受講者数45人 
   主婦連合会及びNITEが共同で「生物総合管理の再教育講座」を主婦会館におい

て開催。                 
●2009年度 
  （前期）受講者数19人  
   NPO法人関西消費者連合会及びNITEが共同で知の市場「製品総合管理特論-

製品安全対策の基礎知識」（以下、「製品総合管理特論」という）を八尾市立くらし
学習館において開催。  

  （後期）受講者数52人  
   主婦連合会及びNITEが共同で「製品総合管理特論」を主婦会館において開催。                       
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２  製品安全センターの活動  

●2010年度 
 （前期）受講者数36人  
    NPO法人関西消費者連合会及びNITEが共同で「製品総合管理特論」を八尾市立くらし 
  学習館において開催。 
 （後期）受講者数84人 
  主婦連合会、NITE及び早稲田大学が共同で「製品総合管理特論」を早稲田大学西早稲 
  田キャンパスにおいて開催。 
●2011年度 
 （前期）受講者数16人 同上      
 （後期）受講者数80人 同上   
●2012年度 
 （前期）受講者数49人 NPO法人関西消費者連合会、NITE及び関西大学が共同で「製品

総合管理特論」を関西大学高槻ミューズキャンパスにおいて開催。 
 （後期）受講者数53人 同上 
●2013年度 
 （前期）受講者数32人 同上     
 （後期）受講者数68人 同上 
●2013年度 
 （前期）受講者数32人 同上     
 （後期）受講者数68人 同上 
●201４年度 
 （前期）受講者数38人 同上     
 （後期）受講者数48人 同上 
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３  化学物質管理センターの活動  

 化学物質のリスク評価、リスク管理は、安全で安心できる社会の実現に不可欠である。 
 2011年、主婦連合会、NITEが共同で「化学物質管理総合特論」を主婦会館において開 
講。化学物質のリスクとは何か。そのリスクを評価、管理するとはどのようなことか。リス 
クを解析する科学的な手法をはじめ、その背景となっている考え方、化学物質管理制度、 
諸外国の状況などにも言及しつつ化学物質のリスク評価の全体像を解説。また、化学物 
質評価の具体事例や化学物質管理に関する情報に触れるとともに、適切な化学物質管 
理に重要なリスクコミュニケーション手法等についても解説。2011年度以降、受講者数は 
毎年43～48人を達成。 
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３  バイオテクノロジーセンターの活動  

 2014年度から、バイオ安全特論を開講。バイオテクノロジーで重要な
微生物の利用における微生物そのものの安全性、遺伝子組換え体の
安全性の確保、生物多様性条約の発効にともなう海外微生物の取り扱
い等、微生物に関する安全性や規制に関して考察するとともに、微生
物の保存、提供に伴う品質管理の最新技術や微生物の活用例につい
て考察を行う。 
  2014年度の受講者数は15人。 
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Ⅲ 今後の講座の計画について 
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１．  製品評価技術基盤機構３センター（製品安全センター、化 
    学物質管理センター、及びバイオテクノロジーセンター）は、に   
    おいて、2008年以降(※)、知の市場社会人講座を開催してき 
  たところ。 
        いずれの講座も人気が高く、受講者は、製造・輸入事業者  
     及び販売事業者の参加が多く、受講者の技術的な知識のレ 
     ベルが高い。  
   （※）製品安全センター(2008年開始) 
      化学物質管理センター(2011年開始) 
      バイオテクノロジーセンター(2014年開始)  
 

２．  知の市場社会人講座については、 ２０１５年４月からの製 

  品評価技術基盤機構の行政執行法人化に伴い、国との密接 

     な連携の下で、事務・事業の確実な執行が期待される法人の 

  業務としていく必要がある。 

      このため、知の市場の開講によって、得られた経験を生か 

      し、共催講座から関連講座に変更し、社会人講座を引き 続 

      き行うこととする。 

１  今後の講座について  
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２  今後の講座について  

１． 講座の名称は、NITE講座「リスクガバナンス」とする。 

 

２． NITE講座「リスクガバナンス」の３センターそれぞれの名称 

   は、 

    ・製品安全のためのリスクガバナンス 

    ・化学物質のためのリスクガバナンス 

    ・バイオテクノロジーのためのリスクガバナンス 

   とする。 

◆リスクガバナンスとは？ 
  これまでのリスク・マネージメント論が、社会全体の資源の制約には 
分野ごとの最適な対処を目指していたのに対し、リスクガバナンス論は 
、社会全体として資源節約の基で、社会としてどのリスクにどのように 
対処すべきか、すなわち社会全体としての対処の最適化を目指すもの。 
 


